機密保持誓約書

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」という。）は、
NTT東日本株式会社およびNTT西日本株式会社（以下、併せて「乙」という。）を通じて開示される、長期費用増分方式モデルにより算定された都道府県別LRIC接続料、及び当該接続料を算定するための入力値として使用した都道府県別トラヒック構成比その他これらに関連する情報（以下「本開示情報」という。）の取扱いについて、以下のとおり誓約する。

第１条（本開示情報の帰属および性質）
1. 本開示情報には、第２条（利用目的の限定）に規定する本目的のために乙から甲へ開示される一切の情報を含むものとする。
2. 本開示情報は、通信行政における監督官庁である総務省が制度運用の一環として作成し、その帰属が総務省に属する情報である。
3. 本開示情報には、乙が総務省に提供したデータを基礎として作成された情報が含まれており、乙の経営上の機微情報に該当する要素を含むものである。
4. 甲は、前２項の性質を十分に理解し、本開示情報を、総務省のみならず乙の正当な利益をも害することのないよう、厳格に取り扱うものとする。

第２条（利用目的の限定）
甲は、本開示情報を、以下の目的（以下「本目的」という。）に限って利用するものとする。
（1） 開示要望の契機となった協議の相手方事業者（乙所定の開示申込書第１項に記載の事業者を指し、以下「関係事業者」という。）との接続料設定に係る事業者間協議の解決
（2） 総務省その他の関係行政機関における裁定、審査またはこれに準ずる手続への対応

第３条（関係事業者の変更等）
甲は、開示申込書に記載した関係事業者について、追加、削減その他の変更が生じた場合には、速やかに乙に対し、当該変更内容を反映した乙所定の開示申込書を再提出する。

第４条（適用除外）
第１条第１項の定めにかかわらず以下に該当する情報は本開示情報には含まれないものとする。
（１）開示の時において公知であり、もしくは開示以後甲の過失その他甲の責によらず公知となった情報であって、且つその旨を甲が証明できる情報。
（２）甲が、乙から開示される以前に、正当に保持していたことを証明できる情報。
（３）甲が本開示情報を使用することなく独自に開発し、又は将来開発する情報であって、且つその旨を甲が証明できる情報。
（４）譲渡もしくは開示の権利を有する第三者から甲が機密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であり、且つその旨を甲が証明できる情報。
（５）乙が事前の書面により公表または開示を承諾した情報。

第５条（情報管理責任者）
1. 甲は、本機密保持誓約書への誓約後すみやかに、本機密保持誓約書に基づき乙から開示される本開示情報の取扱責任者（以下、「情報管理責任者」という。）を定め、あらかじめ乙に書面で通知するものとする。情報管理責任者を変更する場合も同様に事前通知するものとする。
2. 情報管理責任者は、本機密保持誓約書で定めた条件に基づく本開示情報の受領・管理、返還及び受領した本開示情報のリストを作成し、適切な管理を行うものとする。

第６条（機密保持義務）
1. 甲は、本開示情報を第２条（利用目的の限定）に定める本目的を超えて利用してはならない。
2. 甲は、乙の事前の書面による承諾なく、本機密保持誓約書の存在及び本開示情報を第三者（関係事業者を除く。以下同じ。）に開示、漏えい、提供または公表してはならない。
3. 甲は本開示情報を本目的のために知る必要のある必要最小限度の甲の役員及び従業員（従業員には、社員、臨時又はパート社員、嘱託社員、派遣社員、アルバイト等を含む、以下同じ。）並びに関係事業者に開示できるものとし、当該役員及び従業員並びに関係事業者に対し、本機密保持誓約書と同様の義務を課し、当該義務を遵守させるものとする。なお、関係事業者の機密保持義務違反については、甲も責任を負うものとする。
4. 乙が要求する場合は、甲は、前項に基づき甲の従業員及び役員が署名した機密保持誓約書等を、速やかに乙に提出するものとする。
5. 法令または裁判所・行政機関の命令により本開示情報の第三者への開示が義務付けられた場合、甲は事前に乙へ通知する。

第７条（管理義務）
甲は、本開示情報が不正競争防止法（平成五年法律第四十七号）第２条第６項に定める営業秘密として保護され得るよう、以下の措置を講じ、善良なる管理者の注意をもって管理する。また、甲における本開示情報の取扱者を必要最小限に限定する。
（1） 本開示情報について、書面、電子データその他いかなる形態であるかを問わず、機密である旨を明示し、機密情報として管理すること。 
（2） 甲の社内における本開示情報へのアクセス権限を、当該情報の利用目的の遂行に必要な自己の従業員及び役員に限定し、当該取扱者に対し、本機密保持誓約書と同一又はこれを下回らない水準の機密保持義務を負わせること。 
（3） 本開示情報を保管又は管理するにあたり、施錠管理、アクセス制御、パスワード設定その他合理的かつ適切な物理的・技術的安全管理措置を講ずること。 
（4） 本開示情報を第三者が閲覧、取得又は利用することを防止するために必要な社内規程の整備、教育その他の合理的措置を講ずること。

第８条（複製・加工の制限）
甲は、本目的を逸脱して本開示情報を複製、改変、加工または編集してはならない。

第９条（損害賠償）
甲は、本機密保持誓約書に違反したことにより乙に損害を与えた場合、乙が被った全ての損害を賠償するとともに、乙が負担した訴訟費用並びに弁護士費用を含む全ての費用を負担するものとする。

第１０条（有効期間）
本機密保持誓約書に基づく義務は、本開示情報が開示された日以降、期間の定めなく存続する。

第１１条（反社会的勢力の排除）
甲は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、将来にわたって次の各号のいずれにも該当しないことを確約する。
（1） 自らまたは自らの役員（取締役、執行役または監査役）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号）、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号）、暴力団員でなくなった時から５年間を経過しない者、もしくはこれらに準ずる者、または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下、これらを個別にまたは総称して「暴力団員等」という。）であること
（2） 自らの行う事業が、暴力団員等の支配を受けていると認められること
（3） 自らの行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的で暴力団員等を利用し、または、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させていると認められること
（4） 自らが暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、または不当に優先的に扱うなどの関与をしていると認められること
（5） 本機密保持誓約書の履行が、暴力団員等の活動を助長し、または暴力団の運営に資するものであること

第１２条（紛争の解決）
1. 本機密保持誓約書に定めのない事項または本機密所持誓約書の解釈に疑義が生じた場合、両当事者は誠意を持って協議し、できる限り円満に解決するものとする。
2. 本機密保持誓約書もしくはその条項に関連して発生する紛争は、乙の内NTT西日本株式会社のみが当事者に含まれるものについては大阪地方裁判所を、乙の内NTT東日本株式会社のみが当事者に含まれるもの及びNTT東日本株式会社とNTT西日本株式会社の双方が当事者に含まれるものについては東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
3. 本機密保持誓約書は、日本法に準拠し、同法に従って解釈されるものとする。

以上、本機密保持誓約書の内容を十分理解したうえで誠実に履行することを誓約する。



＿＿＿＿年＿＿月＿＿日

所在地：
会社名：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　印
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